別紙　１
京都府社会福祉施設等ポータブル発電機導入補助金
平成２４年７月
介護・地域福祉課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療課
１　趣　　旨
　万一の停電時に備え、入院患者等の安全を確保するため、病院・社会福祉施設等が行うポータブル発電機の導入に対して補助する。
２　事業内容
　◇対象施設：○病院（療養病床を有する診療所、分娩を扱う有床診療所、人工透析を実施する診療所を含む。）
　　　　　　　○社会福祉施設等（高齢者・障害者・児童関係の入所関係施設）
　　　　　　　　※社会福祉施設等の範囲については別紙２のとおり
　◇補助内容：ポータブル発電機（１０ｋｗ未満）の購入
　　　※一定の発電能力を持つもの
　◇補助基準額：４００千円（１施設あたり）
　　　※台数による制限なし
　◇補助率：１／２（上限２００千円）
　◇補助対象の購入期間：平成２４年５月２１日～平成２４年９月７日
　　　※上記期間に購入したものを補助対象とする。
３　申　　請
　◇申請の時期：第１次募集期間「７月１０日～７月３１日」
　　　　　　　　第２次募集期間「８月１０日～８月３０日」
　◇申請の方法：病院については、府医療課あて申請
　　　　　　　　社会福祉施設等については、府介護・地域福祉課あて申請
　　※申請書様式（別紙３）
　◇申　請　者：補助対象施設を設置する代表者
４　実績報告
　◇病院については、府医療課あて提出
　◇社会福祉施設等については、府介護・地域福祉課あて提出
　　※実績報告書様式（別紙４）
別紙　２
ポータブル発電機購入助成の補助対象となる社会福祉施設等一覧
（高齢者関係）
○老人福祉法第５条第３項に規定する老人福祉施設のうち、
　１ 特別養護老人ホーム
　２ 養護老人ホーム
　３ 軽費老人ホーム
○老人福祉法第２９条に規定する
　４ 有料老人ホーム
○高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定する
　５ サービス付き高齢者向け住宅事業を行う事業所（注：経過措置（旧高専賃も含む））
○介護保険法第８条に規定する居宅サービス事業のうち、
　６ 短期入所生活介護を行う事業所
　７ 短期入所療養介護を行う事業所
　８ 特定施設入居者生活介護を行う事業所
○介護保険法第８条第１４項に規定する地域密着型サービス事業のうち、
　９  認知症対応型共同生活介護を行う事業所
　10  地域密着型特定施設入居者生活介護を行う事業所
　11  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う事業所
○介護保険法第８条第２７項に規定する
　12  介護老人保健施設
（障害者関係）
○障害者自立支援法第５条第１２項に規定する
　１ 障害者支援施設（施設入所支援を行う事業所）
○障害者自立支援法第５条に規定する障害福祉サービス事業のうち、
　２ 短期入所を行う事業所
　３ 共同生活介護を行う事業所（ケアホーム）
　４ 共同生活援助を行う事業所（グループホーム）
○障害者自立支援法第５条に規定する
　５ 福祉ホーム
（児童関係）
○児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設のうち、
　１ 福祉型障害児入所施設
　２ 医療型障害児入所施設
　３ 乳児院
　４ 母子生活支援施設
　５ 児童養護施設
　６ 情緒障害児短期治療施設
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